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１ 情報の提供等
・町の機関は、町民がまちづくりに参加できるよう、必要な行政情報を積極的に町民に

提供します。（条例第６条）

・審議会等の会議は、公開することが適当でないと認められる場合を除き、町民に

公開し、説明に努めます。（条例第７条）

【例】

・広報誌、防災無線、SNS（フェイスブック、インスタグラム、ライン）による行政情報の提供

・町民説明会の開催（Beコイン、ふるさと納税、公共工事等）

・ワークショップの開催（共有ビジョン、総合戦略、自治基本条例等）

・町ホームページや町民コーナーにおける行政情報の公開

窓口や電話等で直接
お問い合わせいただく
こともあります！



▼ 美瑛町役場フェイスブック ▼ 美瑛町共有ビジョン まちづくりワークショップ
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２ 町民意見等の把握と反映
（１）町民意見等の把握

①町民コメント制度（条例第１０条第１項第１号）

・町の基本的な計画等の立案の際に、その内容等について町民から意見や提案の

聞き取りを行い、計画策定にあたっての意見反映を行うための制度です。

【例】（令和２年度）第７次美瑛町行政改革大綱（１カ月、０件）

（令和元年度）美瑛町人口ビジョン（１カ月、３件）

第２期美瑛町まち・ひと・しごと創生総合戦略（１カ月、３件）

美瑛町都市計画マスタープラン（１カ月、２件）

結果は
町ホームページで公表



２ 町民意見等の把握と反映
（１）町民意見等の把握

②まちづくり町民集会（条例第１０条第１項第２号）

・町民の意見を把握するため特に必要な場合開催します。

③その他必要な町民意見等の把握（条例第１０条第１項第３号）

【具体的な方法】

・地区まちづくり懇親会 ・町長への手紙（メール）

・町政モニター制度 ・町民まちづくり提案事業

・びえい未来トーク ・行政区長・町内会長会議

窓口や電話等で
直接ご意見を伺う
機会もあります！



（２）町民意見等の反映（条例第１４条）

・第１０条第１項各号の規定により出された

町民意見等について、町は総合的に検討し、

その適切な反映に努めるとともに、検討過程を

明らかにし、検討結果を公表します。

また、検討結果を美瑛町まちづくり委員会へ報告します。

２ 町民意見等の把握と反映

第１０条第１項各号
・町民コメント制度
・まちづくり町民集会
・その他必要な町民意見等の把握



２ 町民意見等の把握と反映
（２）町民意見等の反映（条例第１４条）

【例】 町民まちづくり提案事業

・町民から地域課題の解決や町民サービスの向上に

つながる事業を提案し、次年度の町予算編成に

取り入れる取り組みです。

検討結果は
町ホームページで公表



２ 町民意見等の把握と反映
（２）町民意見等の反映（条例第１４条）

【例】 町民まちづくり提案事業

令和２年度実施結果

提案事業件数：２１件 事業化件数：２件

▼ホームページから
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３ まちづくりの評価

・町の機関は、行政活動を進めるに当たり適正な評価を行うとともに、

その結果が町政に反映するよう努めます。（条例第１６条）

・町の機関は、まちづくりの評価結果を町民に公表します。

評価結果の公表は、政策、事業等の目標や成果を町民にわかりやすく

示すとともに適切な時期に行います。（条例第１７条）



３ まちづくりの評価
担当課による１次評価

評価検討委員会による２次評価

まちづくり委員会へ報告

評価結果の公表（広報やホームページ）

令和元年度 評価実施事業： １８７事業
（全４７５事業のうち、義務的経費で構成する小事業を除く）



美瑛町まちづくり評価調書

１次評価欄
①評価指数に対する評価
②改善策を見出す
③・必要性・有効性
・効率性・町民参加

２次評価欄
・全庁的な視点で、事業拡大、継続、廃止等の
総合評価を行う。



３ まちづくりの評価
【令和元年度事業 評価例】

事業名 評価 理由

自主防災組織推進事業
（総務課）

継続 町民ニーズが増加傾向にあり、町が実施する
妥当性があるから。

福祉ハイヤー借上事業
（保健福祉課）

継続 事業休止または終了による町民への影響が
大きいことから。

一時預かり事業
（保健福祉課）

継続 まちづくり総合計画に関する関連度合が
大きいことから。

通学合宿事業
（教育委員会管理課）

事業廃止 事業の有効性は認めるものの、町民ニーズが
減少傾向にあることから。
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